
　令和６年度の物価高騰対応地方創生臨時交付金活用事業について、実施計画の最終版が完成したので公表します。

交付金総額 539,489 

1

電力・ガス・食料品
等価格高騰重点
支援給付金給付
事務事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③R５年度分の住民税非課税世帯　3375世帯×70千円のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3375世帯）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

15,960 15,960 

2・6
物価高騰支援給
付金/定額減税補
足給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金、定額減税を補足する給付金及び事務費
③令和５年度均等割のみ課税世帯　785世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　293世帯×100千円、令
和６年度均等割のみ課税化世帯　239世帯×100千円、子ども加算　533人×50千円、定額減税を補足する給
付の対象者　12182人　(283,990千円）　のうちR６計画分
事務費14,844千円、事務費（推奨メニュー分）9,000千円、事務費（低所得世帯枠分）570千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1317世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（12182人）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

333,596 331,794 

7
物価高騰対策給
付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和６年度住民税均等割非課税世帯　3500世帯×30千円、子ども加算　380人×20千円　のうちR６計画分
事務費　5,716千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3500世帯）

Ⅱ．物価高の克服 133,716 133,716 

11
自治会施設等ＬＥ
Ｄ化推進事業

①自治会が管理する公民館及び街灯の照明をLED照明に交換し、消費電力を抑えることで物価高騰による地
域住民が負担する自治会費等への価格転嫁を抑制する。
②補助金
③27地区 27,488千円
④単位自治会（公民館、街灯）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

27,488 27,488 

14
西部ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
多目的ホール照明
ＬＥＤ化事業

①西部ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ多目的ホールの照明をLED照明に交換し、消費電力を抑えることで物価高騰による利用
料等への価格転嫁を抑制する。
②工事請負費
③西部ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ多目的ホール照明ＬＥＤ化工事　4,459千円
④西部ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

4,459 4,459 

15
知恵の和館照明Ｌ
ＥＤ化事業

①知恵の和館の照明をLED照明に交換し、消費電力を抑えることで物価高騰による利用料等への価格転嫁を
抑制する。
②工事請負費
③知恵の和館照明ＬＥＤ化工事　16,742千円
④知恵の和館

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

16,742 15,100 

16
函南町体育館ア
リーナ照明ＬＥＤ化
事業

①函南町体育館アリーナの照明をLED照明に交換し、消費電力を抑えることで物価高騰による利用料等への
価格転嫁を抑制する。
②工事請負費
③函南町体育館アリーナ照明ＬＥＤ化工事　11,572千円
④函南町体育館

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

11,572 10,972 

543,533 539,489 

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業について

単位（千円）

令和６年度　物価高騰対応地方創生臨時交付金実施計画

合　計

　函南町では、物価高騰対策として国の交付金５億3,948万９千円を活用し、７つの事業を実施しています。
　すべての事業が完了しましたら、その実績と効果について改めて公表します。

番号 事業名称
　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
　　　　　①目的・効果　　②交付金を充当する経費内容
　　　　　③積算根拠 　 　④事業の対象　　　

経済対策との関係
総事業費
（千円）

交付金対象経費
（千円）


